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学
　二〇〇〇年に国連総会で採択されたミレ
ニアム開発宣言は、貧困の撲滅、教育の普及などとともに、環境保護を大きな柱としています。同宣言の内容をより具体的に示しているミレニアム開発目標においては、地球温暖化や森林破壊、安全な水の供給などの目標が「開発」の主要な課題の一つとして掲げられ
　ミレニアム開発目標に代表されるよう 、
現在では、 「開発」と「環境」を両立させることの重要性が認識されていますが、一九七二年にストックフォルムで開催された国連人間環境会議では、開発途上国から、環境より開発が重要であるとの指摘が相次ぎまし 。本稿では、一九七〇年前後から約四〇年で途上国の「開発と環境」をめぐる議論がどのように変化してきたのか そして現在の課題は何かを考えてみたいと思います。●一九七二年 国連人間環境会議
　国連人間環境会議では、 世界環境の日 （六
月五日）の制定を行うとともに、国連人間環境宣言が採択されました。同宣言 、人
間環境の保全と向上に関する共通の見解と原則を示しています。内容の多くは、途上国、先進国に関わりなく該当しますが、以下の箇所は、途上国を対象にしています。
　「開発途上国では、環境問題の大部分が
低開発から生じている。何百万人の人々が十分な食物、衣服、住居、教育、健康衛生を奪われた状態で、人 らしい生活を維持する最低水準をはるかに下回る生活を続けている。それゆえ、開発途上国は、自 の優先順位及び環境の保護と改善の必要性を念頭に置 て、 の努力を に向けなければならない。 」
　このような見解が宣言に盛り込まれたの
は、多くの途上国が会議で開発 重要性を指摘したからです。会議の概要をまとめた文章に 途上国の代表 貧困、 識字率などの問題を指摘し、途上国の優先順位は開発にあるとの発言があったとし います。当時は、環境保護が開発の課題の一部と見なされてはいなかったこと わかります● 『我ら共有 未来』
　「開発」と「環境」を一体的に捉え、そ
の見方を国際的に共有させるきっかけとなったのが、国連が設置した「環境と開発に関する世界委員会」の活動です。同委員会では、二一人の有識者 世界各地でヒアリングを行い、 『我ら共有の未来』 （
O
ur 
Com
m
on Future ）という報告書を一九八七
年にまとめました。
　この報告書では、 「開発危機」 、 「環境危
機」 、 「エネルギー危機」を別々の問題ではなく、関連しあった一つの問題として捉え、その解決の道筋として「持続可能な発展」（Sustainable D
evelopm
ent ）という考え
方が示されました。持続可能な発展とは「将来世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく、今日 世代の欲求を満たすこと」と定義さ ています。途上国が直面している貧困の解決とともに 将来世代のために環境を保全し、資源を持続的 利用する必要性を指摘したといえます。
　国連総会で採択されたこの報告書が、
一九九二年の国連 開発会議（地球サミット）の開催を促し、さらには冒頭で述べたように、環境がミレニアム開発目標 柱の一つとして示されることに寄与しました。
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●現世代内の公平性と将来世代
　さて、開発の文脈において環境が重要な
側面と認識されるようにはなったものの、途上国での貧困問題と、将来世代のため環境保護を両立させることは、依然として難しい課題です。特に地球温暖化やオゾン層の破壊など、地球規模の課題への対応については、途上国と先進国の立場が対立してきました。先進国には、途上国も責任をもって対策をとるべきとの声がある一方、途上国は、これまでの環境破壊 責任は先進国にあるとし、途上国が先進 同様対策を義務付けられることに抵抗しています。
　このような立場の違いから、環境問題の
解決に向けて各 は共通して取り組むべきである一方、 応の程度に関しては各国実情を一定程度配慮する「 だが差異のある責任の原則」という考え方が確立さています。例えば一九九二年の地球サミットで採択された「環境と開発に関するリオ宣言」では、原則七で以下のように述べています。
　「各国は、地球の生態系の健全性及び完
全性を、保全、保護及び修復す グローバル・パートナーシップの精神に則り、協力しなければならない
地球環境の悪化への444
異なった寄与という観点から、各国は共通444444のしか 差異のある責任を有する44444
。先進諸
国は、彼等の社会が地球環境へ けている
圧力及び彼等の支配している技術及び財源の観点から、持続可能な開発の国際的な追及において有している義務を認識す 。 」（傍点は筆者による）
　この原則の趣旨は、リオ宣言が採択され
る前から、いくつかの国際環境条約で取り入れられており、その後の地球温暖化問題をめぐ 交渉にも大きな影響を与えています。たとえば、フロンなど オゾン層破壊物質の生産、消費を削減するために一九八七年に合意さ たモ トリオール議定書では、途上国が規制措置の実施を一〇年間遅らせることができるとの規定が盛り込まれました。また一九九七年の京都議定書では、温室効果ガスの削減義務が先進国のみに課せられることとなりました。さらに京都議定書では、先進国 温室効果ガスの削減義務を、途上国での温室効果ガス削減プロジェクトの実施で充当す クリーン開発メカニズムが採用さ 、こ メカニズムに基づく省エネルギー、メタンガス回収による発電などのプロジェクトが実現しています。●
途上国での環境問題への取り組み
　地球環境問題をめぐってはしばしば、先
進国と途上国の見解の対立が見られるものの、途上国においても、公害問題や森林破壊などの環境問題へ 対応が、一九七〇年代から徐々に進んでいます。一九七二年の国連人間環境会議は、途上国が環境問題へ
の認識を深め、取り組みを始めるきっかけとなりました。会議への対応のために、途上国政府内に担当部署が設置され、自国の環境の状況を とめた報告書が作成されました。その後、環境 発展し、環境省などの省庁へと昇格し り、さまざまな環境関連の法令の整備が行われたりしてきています。また、資源の効率的な利用を図り、生産コスト 削減を図ると もに環境負荷も低減させるクリーナー・プロダクション技術の普及や、漁業権 設定 よる水産資源の乱獲防止など、環境 保護しながら所得の向上を図る取り組みが、さまざまな形で進められています。
　しかしながら、限られた予算や人材、必
ずしも環境保護に前向きでな 政治的意思などの問題から環境規制 執行が十分でく、汚染による農業生産の減少、健康被害などが顕在化している地域も少なくありません。より一層、環境対策を強化するとともに、貧困対策と環境対策を両立させるための工夫が必要です。
（こじま 　みちかず／アジア経済研究所新領域研究センター）
《参考文献》W
orld C
om
m
ission on Environm
ent and D
e-
velopm
ent, O
ur Com
m
on Future （環境と
開発に関する世界委員会『地球の未来を守るために』福武書店、一九八七年）
.
ミレニアム開発目標　ゴール7 環境の持続可能性確保
ターゲット 指　　　　　　標
ターゲット９
持続可能な開発の原則を国会政策及びプログラムに反映させ、環境
資源の損失を減少させる
25．森林面積の割合 
26．地表面積に対する、生物多様性の維持のための保護区域の面積の割合 
27．GDP1,000ドル当たりのエネルギー消費量 
28．一人当たりの二酸化炭素排出量及びオゾン層を減少させるフロンの消費量 
29．固体燃料を使用する人口の割合
ターゲット10
2015年までに、安全な飲料水および衛生施設を継続的に利用でき
ない人々の割合を半減する
30.浄化された水源を継続して利用できる人口の割合（都市部および農村部）
31.適切な衛生施設を利用できる人口の割合
ターゲット11
2020年までに、少なくとも1億人のスラム居住者の生活を大幅に
改善する
32．土地および住居への安定したアクセスを有する世帯の割合
